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工夫として農業を用いることにはどのような意味があ
るのであろうか。Ｂ型事業所の提供する就労支援を改
善し，そこを利用する障害者の一般就労への移行を支
援するためにも，農福連携を中心とした農業を用いた
就労支援の取組みに関する情報を更に蓄積共有してい
くことが大切であると考える。
　現状では，農福連携事業に関連する研究の多くは，
その取組み事例の紹介に留まるものが多く，障害者の
就労支援の視点で行われた調査はまだまだ少ない。Ｂ
型事業所における農業を用いた就労支援の実態を整理
することにより，今後の障害者の就労支援のあり方の
改善に役立つ有用な視点を得ることが期待できる。そ
こで本研究の目的は，Ｂ型事業所における農業を用い
た就労支援の実態調査を行うこととする。

材料および方法
１．対象
　秋田県の全119所のＢ型事業所（2019年10月１日現在）
を調査対象とした。秋田県を選定した理由は，高齢化
の進む地域の１つとして農福連携の展開の可能性が大
きいためである。

２．調査期間および方法
　調査期間は2020年１月10日～２月20日であった。調
査票を郵送し，回答は郵送にて返送をしてもらった。
119事業所のうち，計60事業所から回答が得られた（回
収率50.4%）。

緒　言
　近年，障害者福祉分野において農福連携が注目され
ている。この農福連携とは「農業と福祉が連携し，障
害者の農業分野での活躍を通じて，農業経営の発展と
ともに，障害者の自信や生きがいを創出し，社会参画
を実現する取組」（農福連携等推進会議，2019）のこ
とである。この農福連携は，農業分野の従事者不足等
の課題に寄与するだけでなく，福祉分野の就業機会の
不足などの課題を相互に補い合うため（小柴・吉田，
2016；木下，2019），工賃の向上および障害者の生活
の質の向上に寄与することが期待される。また，神田
ら（2014）は，大学研究センターの花き普及等活動に
おける福祉施設との連携事例を取り上げ，農業活動と
しての有益性と障害者への訓練機会の提供といった農
業および福祉の両領域の利点について報告している。
　このような中，障害者の就労支援施設である就労移
行支援事業所や就労継続支援Ｂ型事業所（以下，B型
事業所）においても農福連携は強く関心を持たれてい
る（日本財団，2019）。その一方で，この実施には，
施設の方針を担う職員の育成（田鹿・宇都宮，2019），
福祉に対する地域の考え方の醸成（合田，2019），施
設職員の負担軽減（本田・渋谷，2018）等の推進およ
び維持に係る課題もある。地域における障害者の社会
参加を担うＢ型事業所が行う就労支援を支える１つの

Key words：�支援プログラム，社会参加，障害者，職業リハビリテーション，農福連携



34

３．調査項目
　調査票は基本情報・就労支援の実施状況・就労支援
の効果・支援に対する考え方の４パートから構成され
る。本稿では，基本情報と就労支援の実施状況の一部
を分析対象とする。
　基本情報では，障害毎（知的障害，身体障害，精神
障害，その他障害）の登録利用者数，登録利用者の年
代（障害毎に20歳代～ 70歳以上および利用者がいな
いの７つの選択肢），利用者一人あたりの平均月額工
賃を調査項目とした。また，就労支援の実施状況では，
農業を用いた就労支援の実施状況として，農業専門の
事業者と福祉施設が連携して支援を行う「農福連携を
実施している」（以下，農福連携），福祉施設が単独で
農作業を実施している「農業に関連する作業種目があ
る」（以下，農業関連作業），「農業に関連する作業種
目を行っていない」（以下，非農業作業），の３つの選
択肢，加えて各就労支援の実施状況における取組み内
容および取組みの理由についての自由記述，非農業作
業の場合は農業に関連する取組みへの興味の有無およ
びその理由についての自由記述での回答を求めた。

４．分析
　基本情報を集計し，その結果に基づいて３つの就労
支援の実施状況毎に，平均工賃月額と比較しつつ作業
内容を整理した。また，自由記述の回答は意味内容を
整理して集計した。

５．倫理的配慮
　秋田大学において，人を対象とした研究倫理委員会
に倫理審査の申請をし，付議不要と判定され承認を得
た。調査票には，個人・施設名等の個人情報等の匿名
化，研究目的のみでの利用，返信をもって同意を得る
ことを記載した。

結　果
１．登録利用者の状況
　登録利用者数の平均は，知的障害者14.1人，身体障
害者3.0人，精神障害者8.8人，その他障害者0.5人であ
り，知的障害者および精神障害者の利用者数が多かっ
た。また，最も選択が多かった年代は，知的障害者で
は30歳代（59.6%），身体障害者では利用者なし（29.8%），
精神障害者では40歳代（36.8%），その他障害者では利
用者なし（83.1%）であった。

２．就労支援の実施状況
　農福連携の実施施設は12所あり，その作業内容等を
第１表に提示した。Ｂ型事業所の平成30年度平均工賃
は全国16,118円，秋田県14,869円 である（厚生労働省，
2019）。全国の工賃額を超えた事業所は１か所のみ，秋
田県のそれも１か所のみであった。主な作業種目は，
野菜，果樹，地域産物の生産・販売であった。
　農業関連作業の実施施設は17所あり，その作業内容
等を第２表に提示した。全国の工賃額を超えた事業所
は４か所，秋田県のそれは６か所であった。代表的な
作業種目は，畑作業，シイタケ栽培等であった。
　非農業作業の実施施設は31所あり，その作業内容を
第３表に提示した。全国の工賃額の超えた事業所は８
か所，秋田県のそれは13か所であった。平均工賃額の
高い作業種目は，クリーニング，販売等の作業であ
った。

３．農業を用いた就労支援の実施理由
　農福連携の実施理由は，工賃向上に向けた取組み（５
所），利用者に合った作業種目の検討（３所），地域か
らの要請（３所），農業ノウハウを持っていた（１所）
であった。農業関連作業の実施理由は，利用者に合っ

z 平均工賃の高い順．１位と２位の間の点線は平成30年度の全国平均工賃額（16,118円）．

第１表．農福連携の実施事業所（全12事業所）の作業内容等．
順位z 作業内容 平均工賃

1 野菜出荷， リンゴの葉摘み， エダマメ選別 17,959円

2 ハーブ ・食用花栽培， エダマメ栽培等 14,427円

3 水耕栽培， クルミ園の管理， 野菜等栽培 14,000円

4 野菜栽培， 出店販売， 野菜乾燥食品作り 13,929円

5 水稲 ・果樹栽培 13,748円

6 ネギ出荷作業， 畑除草作業 13,332円

7 エダマメ選別， 草取り， ネギ選別 13,000円

8 育苗箱の洗浄， エダマメ収穫等 12,000円

8 ニンニク栽培， 野菜栽培 ・販売 12,000円

10 薬草生産（植付， 収穫， 除草など） 11,102円

11 野菜栽培， 養鶏 11,000円

12 花苗 ・野菜等栽培， 近隣農家作業 10,500円

平均13,083円， 標準偏差2,021円， 最大17,959円， 最小10,500円
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た作業種目の検討（６所），農業ノウハウを持ってい
た（６所），工賃向上に向けた取組み（２所），地域か
らの要請（１所）であった。

４．農業に関連する就労支援への興味
　非農業作業の実施事業所の農業への興味ありと回答
した理由は，農業ノウハウがあれば実施したい（３所），
工賃向上に向けての検討中（３所），地域からの要請
があれば実施（３所），利用者に合った作業種目を検
討中（２所），その他（１所）であった。興味なしの
理由は，取組む余裕がない（５所），農業ノウハウが
ない（５所），利用者にあった作業種目を検討した結

果難しい（２所），その他（２所）であった。

考　察
１．工賃額等との比較を通した農業関連作業の課題
　結果より，農福連携の実施事業所は事業所間で工賃
額の差は小さいが平均工賃額が秋田県平均を下回って
いた。また，農業関連作業の実施事業所と非農業作業
の実施事業所では事業所間で工賃額の差が大きく，平
均工賃額は農業関連作業の実施事業所が最も低く，非
農業作業の実施事業所は農福連携の実施事業所とほぼ
同等であった。

z �平均工賃の高い順．４位と５位の間の点線は平成30年度の全国平均工賃額（16,118円），６位と７位
の間の点線は平成30年度の秋田県平均工賃額（14,869円）．

z 平均工賃の高い順．８位と９位の間の点線は平成30年度の全国平均工賃額（16,118円）．
y �農業関連作業とみなせる作業内容が確認できるが，本研究では調査協力事業所が非農業作業を実施と
回答したため非農業作業の実施事業所として整理した．

第２表．農業関連作業の実施事業所（17事業所中，工賃上位10事業所）の作業内容等.

第３表．非農業作業の実施事業所（31事業所中，工賃上位10事業所）の作業内容等.

順位z 作業内容 平均工賃

1 菌床シイタケのスライス， 乾燥 22,068円

2 畑管理 ・作業代行， 草刈り， 農産物生産 20,000円

3 畑， シイタケ 18,000円

4 農地整備， 野菜の植え付け， 除草， 収穫 17,070円

5 野菜栽培 ・収穫 ・販売 15,406円

6 野菜栽培， 収穫， 運搬， 出荷準備等 15,000円

7 スイカ収穫， 販売 12,494円

8 稲作， 精米， 販売， 畑作全般 12,000円

9 畝作り， 種まき， 水やり， 収穫， 加工 11,000円

10 野菜栽培， ブルーベリー栽培 10,818円

平均11,672円， 標準偏差5,546円， 最大22,068円， 最小4,060円

順位z 作業内容 平均工賃

1 クリーニング 44,584円

2 クリーニング 39,318円

3 洗濯， 清掃， 喫茶店， 食堂， 売店等 37,484円

4 パン製造， 販売， 施設外就労 21,000円

5 製パン， 果樹y， 園芸y， 製造， リサイクル 20,500円

6 弁当製造， 販売， 軽食， 掃除， 除草y 20,016円

7 食に係る作業 18,463円

8 製品組立， 木枠加工， クリーニング業 16,300円

9 清掃作業， 受託作業 16,000円

10 公園清掃， 喫茶， 菓子作り， 野菜袋詰めy 15,800円

平均13,513円， 標準偏差10,671円， 最大44,584円， 最小3,300円
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　この理由としては，非農業作業は事業所における作
業支援の展開をイメージすることができるような情報
がある程度共有されており，この情報を上手く反映で
きている事業所においては高い工賃額の維持に繋がっ
ているためと考えられる。一方，農業はシイタケ栽培
のような大規模な農地を必要としない作業であれば一
定程度の安定収入を見込めるものの，その他の作業に
おいては収入を見込むための経営規模の拡大や販路の
確保等の農業経営上の工夫が必要とされ，単に農業を
就労支援に組み入れるだけでは大幅な収入増は見込め
ないという理由があるためと考えられる。実際，農福
連携を実施している事業所は，首都圏への販路確保，
オリジナル商品の開発，情報発信等の努力が必要と言
われている（佐藤，2019）。
　以上より，非農業作業については，Ｂ型事業所を中
心にその支援展開のあり方のイメージが確立されつつ
ある一方で，農業を用いた就労支援については，関連
する知識やスキル，実施ノウハウが共有されていない
現状にあると考えられる。農業を用いた就労支援の実
施促進に向けては，事業所が必要とするこのようなス
キルや知識を補うための現実的な支援が求められると
考えられる。

２．農業関連作業の実施促進に向けた視点
　農福連携を含めた農業を用いた就労支援を実施する
きっかけとして，現状の支援のあり方の改善に向けた
取組みと地域要請，農業ノウハウがあったことが回答
された。また，農業を用いた就労支援を新規事業とし
て開始するための事柄として，農業ノウハウの獲得お
よび地域要請が挙げられた。農福連携のきっかけとし
ては農業ノウハウよりも工賃向上を挙げた事業所が多
く，ノウハウについては地域農家などの専門家を頼る
形で，むしろ工賃向上のための積極的な戦略として農
福連携を選択したことが推察される。一方，農業関連
作業の実施事業所では事業所が農業ノウハウを持って
いたことと新たな作業種目として農業を位置づけたこ
とを主なきっかけとしており，施設内に農業ノウハウ
を持った職員がいた等のことが農作業を選択する大き
な要因となったと考えられる。
　なお，地域要請に関連する先行研究として，小柴・
吉田（2016）は，農業分野での障害者就労支援の促進
に向けては，地域課題解決を考慮に入れることと，実
施に向けた支援体制の構築および人材育成の重要性を
指摘している。また，合田（2019）は，「福祉の地域
力」と呼ぶことができるような地域ニーズの把握と活
動の柔軟な展開ができるような地域の力が必要と指摘
している。Ｂ型事業所において農業を用いた就労支援
の実施促進に向けては，施設内外の農業ノウハウや地
域ニーズといった，事業所が持つきっかけとなり得る
要素を上手く広げるような地域および行政等からの支

援が重要になると考えられる。
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